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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日

売上高 (千円) 49,339,133

経常利益 (千円) 3,372,416

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 1,897,832

四半期包括利益 (千円) 2,048,834

純資産額 (千円) 24,551,825

総資産額 (千円) 55,069,772

１株当たり四半期純利益金額 (円) 79.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) 78.80

自己資本比率 (％) 42.7

回次
第１期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 29.69

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は平成29年１月４日設立のため、前連結会計年度以前に係る記載はしておりません。

４．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株

式については、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所

有している当社株式を、控除対象の自己株式に含めて算定しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社連結子会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の発生又は、第１四半期報告書に記載した「事業等のリスク」についての

重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

（シンジケートローン契約の締結）

当社は、９月７日付で株式会社三菱東京UFJ銀行及び株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートロー

ン契約を締結いたしました。

(1) 本契約の目的

当社は、株式会社AOI Pro.（以下、「AOI Pro.」）及び株式会社ティー・ワイ・オー（以下、「TYO」）の共同持

株会社として平成29年1月4日に設立いたしました。持株会社体制への移行に伴い、当社グループのコーポレート部門

においては、「経費削減・機能集約・仕組み統合」を推進しております。その一環として、本契約では、従来AOI

Pro.、TYO各社で実施していた資金調達及び管理の一元化を進め、グループ全体の業務効率の向上を図ってまいりま

す。また、安定的な資金調達の手段を確保することにより、今後の事業拡大を見据えた資金需要増加へ対応すること

を目的としております。

なお、AOI Pro.、TYOの各々のコミットメントラインは同日付で終了いたします。

(2) 本契約の概要

① 契約形態 シンジケーション方式によるコミットメントライン

② 組成金額 総額120億円

③ リード・アレンジャー 株式会社三菱東京UFJ銀行

④ ジョイント・アレンジャー 株式会社みずほ銀行

⑤ エージェント 株式会社三菱東京UFJ銀行

⑥ 参加金融機関 株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

⑦ 資金使途 当社グループの運転資金

⑧ 契約締結日 平成29年９月７日

⑨ 借入実行日 平成29年９月12日

⑩ コミットメント期間 平成29年９月12日～平成32年９月11日

　 （平成30年９月11日以降の各年９月11日に、コミットメント期間が3年を

超えない期間で延長可能）
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は共同株式移転の方法により、平成29年１月４日付で株式会社AOI Pro.及び株式会社ティー・ワイ・オーの完

全親会社として設立されました。当四半期報告書は設立第１期として最初に提出するものであるため、前連結会計年

度及び前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。

なお、文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

(1) 業績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続く中、企業収益や雇用情勢は改善し、

株価は堅調に推移し、消費者マインドには持ち直し傾向が見られました。一方で、海外経済の不確実性等に起因し

た下振れリスクが意識される状態が続きました。

当社グループが事業を展開している国内広告市場（※）においては、平成29年に入っても広告業売上高は概ね堅

調に推移していますが、その中では、テレビをはじめとする従来型メディアを通じた広告が横ばいまたは減少気味

である一方で、インターネット広告が高い伸びを示す傾向が続いています。

このような環境の下で、当社グループは、事業規模拡大を図り、強みを持ち寄ることによるシナジー効果を創出

するために、上記経営統合により平成29年１月４日に発足しました。これまでの広告映像制作事業で培った知見を

ベースに、「メディア（媒体）の壁を乗り越えて企業と生活者を<感動>でつなぐことを使命とし、体験を通して心

を動かしアクションにつなげる<感動創出企業>」として、体験設計事業を戦略領域と考え、持続的成長と企業価値

向上を目指し、積極的な事業活動を推進しております。

その結果、主力の広告映像制作事業の受注が堅調に推移するとともに、戦略領域においてデジタル関連や広告主

との直接取引等で顧客にソリューションを提供する事業の売上が増加し、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、

売上高49,339百万円、営業利益3,519百万円、経常利益3,372百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益1,897百万

円となりました。なお、販売費及び一般管理費には、上記共同株式移転等に伴うのれん償却額222百万円が含まれて

おります。

※ 特定サービス産業動態統計調査（経済産業省）によります。

当社グループの報告セグメントは、広告事業及び映像関連事業でありますが、映像関連事業の全セグメントに占

める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、55,069百万円となりました。主な内訳は、現金及び預金10,373百

万円、受取手形及び売掛金19,588百万円などの流動資産が37,452百万円、有形固定資産8,083百万円、無形固定資産

5,147百万円、投資その他の資産4,385百万円の固定資産が17,616百万円であります。

　負債は、30,517百万円となりました。主な内訳は、買掛金6,394百万円、短期借入金8,029百万円などの流動負債が

23,075百万円、長期借入金2,134百万円などの固定負債が7,441百万円であります。

　純資産は、24,551百万円となりました。主な内訳は、資本金5,000百万円、資本剰余金12,103百万円、利益剰余金

6,924百万円などの株主資本合計が23,159百万円であります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,566,447 24,566,447
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 24,566,447 24,566,447 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 24,566,447 ― 5,000,000 ― 1,250,000

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 382,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,681,500 236,815 ―

単元未満株式 普通株式 502,347 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 24,566,447 ― ―

総株主の議決権 ― 236,815 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」の普通株式数には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信

託銀行㈱(信託E口)が所有する株式274,500株(議決権の数2,745個)が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

AOI TYO Holdings㈱
東京都港区白金一丁目

27番6号
382,600 ― 382,600 1.56

計 ― 382,600 ― 382,600 1.56

(注)１．「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行㈱(信託E口)が所有する株式274,500株に

ついては、上記の自己株式等に含まれておりません。

２．平成29年５月15日開催の取締役会決議（会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156

条の規定に基づく自己株式の取得）に基づき、当第３四半期会計期間において下記のとおり自己株式の取得

を実施いたしました。

(1) 取得した株式の種類 当社普通株式

(2) 取得した株式総数 261,400株

(3) 取得価格の総額 289,631,200円

(4) 取得日 平成29年９月12日

(5) 取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNet-3)による買付け

上記の自己株式の取得の結果、平成29年９月30日現在の自己株式数は、637,087株（発行済株式総数に対する

所有株式数の割合は2.59％）であります。

２ 【役員の状況】

第１四半期報告書の提出後、当第３四半期連結会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1)当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

(2)当社は、共同株式移転の方法により、平成29年１月４日付で株式会社AOI Pro.及び株式会社ティー・ワイ・オー

の完全親会社として設立されました。当四半期報告書は設立第１期として最初に提出するものであるため、前連結会

計年度及び前年同四半期との対比は行っておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 10,373,805
受取手形及び売掛金 19,588,522
商品及び製品 21,938
仕掛品 6,339,750
その他 1,158,210
貸倒引当金 △29,271
流動資産合計 37,452,955

固定資産
有形固定資産

土地 4,414,822
その他 3,669,167
有形固定資産合計 8,083,990

無形固定資産
のれん 4,168,915
その他 978,543
無形固定資産合計 5,147,459

投資その他の資産
投資有価証券 1,709,171
敷金及び保証金 1,332,986
その他 1,407,158
貸倒引当金 △63,948
投資その他の資産合計 4,385,367

固定資産合計 17,616,817
資産合計 55,069,772

負債の部
流動負債

買掛金 6,394,634
短期借入金 8,029,587
1年内返済予定の長期借入金 2,090,456
前受金 2,978,427
未払法人税等 1,039,930
賞与引当金 157,359
その他 2,385,565
流動負債合計 23,075,959

固定負債
長期借入金 2,134,046
長期預り金 3,501,199
役員退職慰労引当金 283,040
役員株式給付引当金 88,923
退職給付に係る負債 294,661
資産除去債務 413,580
その他 726,535
固定負債合計 7,441,988

負債合計 30,517,947
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部
株主資本

資本金 5,000,000
資本剰余金 12,103,426
利益剰余金 6,924,650
自己株式 △868,585
株主資本合計 23,159,491

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 322,283
為替換算調整勘定 21,811
退職給付に係る調整累計額 1,266
その他の包括利益累計額合計 345,360

新株予約権 174,778
非支配株主持分 872,194
純資産合計 24,551,825

負債純資産合計 55,069,772
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 49,339,133

売上原価 39,377,002

売上総利益 9,962,131

販売費及び一般管理費 6,442,922

営業利益 3,519,208

営業外収益

受取利息 9,600

受取配当金 20,464

持分法による投資利益 3,344

投資事業組合運用益 29,482

その他 73,819

営業外収益合計 136,711

営業外費用

支払利息 66,984

支払手数料 178,686

その他 37,833

営業外費用合計 283,503

経常利益 3,372,416

特別利益

投資有価証券売却益 18,142

段階取得に係る差益 11,732

その他 3,722

特別利益合計 33,597

特別損失

減損損失 23,587

事業構造改善費用 23,498

賃貸借契約解約損 19,091

その他 21,696

特別損失合計 87,873

税金等調整前四半期純利益 3,318,140

法人税、住民税及び事業税 1,287,303

法人税等調整額 60,824

法人税等合計 1,348,128

四半期純利益 1,970,012

非支配株主に帰属する四半期純利益 72,179

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,897,832
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,970,012

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 50,341

為替換算調整勘定 20,480

退職給付に係る調整額 △345

持分法適用会社に対する持分相当額 8,346

その他の包括利益合計 78,822

四半期包括利益 2,048,834

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,972,757

非支配株主に係る四半期包括利益 76,076
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【注記事項】

(追加情報)

取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入

　当社子会社の株式会社AOI Pro.は、取締役に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託(BBT(＝Board Benefit

Trust))」(以下、「本制度」という)を導入しております。

(1) 本制度の概要

　本制度は、株式会社AOI Pro.が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当該取締役に対し

て、株式会社AOI Pro.が定める役員株式給付規程に従って、業績に応じて当社株式が信託を通じて給付される業績

連動型の株式報酬制度です。

　なお、当該取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

(2) 信託が保有する自社の株式に関する事項

　当該信託が保有する株式は、信託における帳簿価額による四半期連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として

表示しております。当該自己株式の帳簿価額は、当第３四半期連結会計期間末291,245千円であります。

　また、当第３四半期連結会計期間末の株式数は274,500株であり、期中平均株式数は274,500株であります。

　なお、上記の四半期連結会計期間末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式

に含めております。

(四半期連結貸借対照表関係)

保証債務

従業員の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

従業員 60,583千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間

（自 平成29年１月１日

至 平成29年９月30日）

減価償却費 647,829千円

のれんの償却額 222,789千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

当社は平成29年１月４日に共同株式移転により設立された共同持株会社であるため、配当金の支払額は下記の完

全子会社の定時株主総会において決議された金額であります。

（㈱AOI Pro.）

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月22日
定時株主総会

普通株式 153,750 12.00 平成28年12月31日 平成29年３月23日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が

保有する自社の株式に対する配当金3,294千円が含まれております。

（㈱ティー・ワイ・オー）

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月22日
定時株主総会

普通株式 124,796 2.00 平成28年12月31日 平成29年３月23日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月14日
取締役会

普通株式 193,470 8.00 平成29年６月30日 平成29年９月14日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が

保有する自社の株式に対する配当金2,196千円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、共同株式移転の方法により、平成29年１月４日付けで㈱AOI Pro.と㈱ティー・ワイ・オーの完全親会社

として設立されました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が5,000百万円、資本剰余金が12,103百万円、利益剰余金

が6,924百万円、自己株式が△868百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの報告セグメントは、広告事業及び映像関連事業でありますが、映像関連事業の全セグメントに占め

る割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 79円88銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,897,832

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(千円)

1,897,832

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,757

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 78円80銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（千株） 327

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

・第４回新株予約権
（普通株式339,500株）
・第７回新株予約権
（普通株式135,000株）
・第８回新株予約権
（普通株式197,100株）

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益金額の

算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第３四半期連結累計期間において274,500株でありま

す。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成29年８月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議し、配当を行っております。

① 中間配当による配当金の総額 193,470千円

② １株当たりの金額 ８円00銭

③ 支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 平成29年９月14日

(注)１．平成29年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に

対し、支払いを行っております。

　 ２．平成29年８月14日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産と

して資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が保有する自社の株式に対する配当金2,196千

円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月14日

AOI TYO Holdings株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 中 康 行 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 修 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 田 智 也 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているAOI TYO

Holdings株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年７

月１日から平成29年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、AOI TYO Holdings株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年11月14日

【会社名】 AOI TYO Holdings株式会社

【英訳名】 AOI TYO Holdings Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役 吉 田 博 昭

代表取締役 中 江 康 人

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役 譲 原 理

【本店の所在の場所】 東京都港区白金一丁目27番６号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役 吉田 博昭及び中江 康人、並びに当社最高財務責任者 譲原 理は、当社の第１期第３四半期（自

平成29年７月１日 至 平成29年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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